


































































４ Section １６７, １７０ CJA.




































１０ 内容の詳細は次号に譲るが、ここでは、①危険運転致死（causing death by dangerous 
driving）、②アルコールまたは薬物影響下運転致死（causing death by driving under the in-
fluence of alcohol or drugs）、③不注意運転致死（causing death by careless driving）、④無
許可、無資格または無保険加入運転者による運転致死（causing death by driving: unlicens-








帰（reform and rehabilitation of ofenders）、④ 公 衆 の 保 護（protection of the 
public）、⑤犯罪に影響された人々に対する犯罪者による損害回復（making of 






















限が定められている一定の犯罪（section ５１A（２）of the Firearms Act １９６８（c.２７））、必要
的拘禁刑（subsection（２）of section １１０ or １１１ of the Sentencing Act）または２００３年法の
「危険な犯罪者」に関する規定、および、病院収容命令等（Part ３ of the Mental Health 
Act １９８３（c.２０））には妥当しないものとされている。
１３ Section １４３ CJA.
１４ Section １４４ CJA.
１５ Section １４５ CJA.ただし、「犯罪および命令違反法（Crime and Disorder Act １９９８）」の
section ２９からsection ３２に定める犯罪（これらは、犯罪類型自体が、人種的加重事情のあ
る暴行等、これらの加重事情を含んでいる）は、適用除外される。











（imprisonment for public protection）を科すこととしている１８。第１に、「危険な犯
罪者」に関する規定は、特定の重大暴力犯罪（serious violent ofences）についての
み適用される１９。故殺、児童誘拐などのほか、１８６１年人身犯罪法の罪が中心である
が、交通犯罪では、「危険運転致死罪（Causing death by dangerous driving） ２０」と
「飲酒および薬物影響下の場合の不注意運転致死罪（causing death by careless 











１７ Sentencing Guidelines Council, Overarching Principles: Seriousness, ２００４, p.３, A １.３-１.４.
１８ Sections ２２４ to ２３６ CJA.ただし、成人と少年（youth有罪判決の時点で１８歳未満の者）と
では、異なった取り扱いを受けるが、ここでは成人の量刑についてのみ述べる。また、こ
の規定は、２００５年４月４日以降に行われた犯罪のみに適用される。
１９ Section ２２５（１） （a）CJA. Sentencing Guidelines Council, Dangerous Ofenders, ２００７, p.３７-
３８, Annex Bに一覧が掲載されている。
２０ Section １ of the Road Trafic Act １９８８.
２１ Section ３A of the Road Trafic Act １９８８.



































２４ Sentencing Guidelines Council, Dangerous Ofenders, ２００７, p.１４.
イングランド新量刑ガイドラインの下における交通事犯の量刑（１）（岡上）
　交通事犯固有の「犯罪の重さ」として、交通死亡事故ガイドラインは、次の５つ















































































































３５ Sentencing Guidelines Council, Reduction in Sentencing for a Guilty Plea, ２００４.





〔追記１〕 脱稿後、“Magistrates’Court Sentencing Guidelines —knife crime”に接し
た。
〔追記２〕 本稿は、平成２０年度科学研究費補助金（基盤研究（B）　課題番号 ２０３３００１３
　　　　 研究代表者　岡上雅美）による研究成果の一部である。
１０２
筑波法政第４５号（２００８）
